
 

 

 

 

 

 

 

郡山市では、令和４年３月 16 日に発生した福島県沖地震により施設等に被害を受けた中

小企業者向けに、災害の復旧に係る事業資金の供給を図り、早期の復旧及び経営の安定に資

することを目的として災害対策資金融資（令和４年３月福島県沖地震対応型）を実施します。 

 対象者や条件は次のとおりです。詳細については、市公式ウェブサイト等でご確認くださ

い。【申込先】市内の取扱金融機関（裏面参照） 

【貸付実行期間】令和４年４月１日から令和４年８月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郡山市中小企業融資制度 

災害対策資金融資 
    のご案内 

 

■次の要件を全て満たした中小企業者 

 郡山市長が発行した「り災証明書」の交付を受けている 

 中小企業信用保険法第２条第１項の中小企業者に該当している 

 市内に主たる事業所を有している 

 原則として市民税を完納しており、かつ、同一事業を１年以上営んでいる 

対象者 

 

■融資限度額：１,０００万円     ■融資期間：７年以内（据置１年以内） 

■資金使途：災害復旧に係る運転資金及び設備資金 

※融資申込書に、災害復旧に係ることが分かるよう、使途をご記入ください。 

■利率：年１．３％以内（固定）  ■返済方法：原則として元金均等月賦返済 

■信用保証：必要に応じて保証協会の保証を付し、信用保証料率は保証協会の定める率 

■保証人・担保：法人の場合…原則として保証人１人以上を付し、必要に応じて担保を徴する 

        個人の場合…必要により保証人、担保を徴する 

※本融資制度を利用した中小企業者は、郡山市から「信用保証料補助」及び「利子補

給補助」を受けることができます。要件等については裏面をご覧ください。 

融資条件等 

【お問合せ】郡山市産業政策課 電話 024-924-2251 FAX 024-925-4225  

Ｅ-mail  sangyouseisaku@city.koriyama.lg.jp 
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■補助対象者：市税等（市民税、固定資産税、軽自動車税、入湯税、 

事業所税、都市計画税及び国民健康保険税）を完納している方 

■交付申請期間：保証料の支払日の翌日から起算して６月以内 

■補助率：100％（限度額 50 万円） 

■申請方法：所定の様式（取扱金融機関へお問合せください。）に必要 

事項を記入の上、福島県信用保証協会が発行する信用保証料の支払額 

が確認できる書類を添えて取扱金融機関へ提出してください。 

信用保証料補助・利子補給補助 

【信用保証料補助】 

 災害対策資金融資（令和４年３月福島県沖地震対応型）を利用した中小企業者

が福島県信用保証協会に納付した信用保証料に対して補助します。 

【取扱金融機関】 

秋田銀行、足利銀行、北日本銀行、七十七銀行、常陽銀行、大東銀行、東邦銀行、 

福島銀行、山形銀行、郡山信用金庫、須賀川信用金庫、福島県商工信用組合 

 

 

 

 

■補助対象者：市税等（市民税、固定資産税、軽自動車税、入湯税、 

事業所税、都市計画税及び国民健康保険税）を完納している方 

■補助対象期間：貸付が実行された日から７年まで。ただし、補助金の 

交付については年度ごとに行う。 

■補助率：100％ 

■申請方法：年度内の約定利子の支払いを終えた後、所定の様式に必要事

項を記入の上、次の資料を添えて郡山市産業政策課へ提出してくださ

い。（年度末に対象者に対し案内をお送りする予定です。） 

・取扱金融機関の発行する約定利子額が分かる書類（返済予定表の写しなど） 

・利子の支払額が確認できる書類（通帳の写しなど） 

【利子補給補助】 

 災害対策資金融資（令和４年３月福島県沖地震対応型）を利用した中小企業者

が金融機関へ支払った当該融資に係る約定利子額に対して補助します。 

郡山市中小企業融資制度 

令和４年３月福島県沖地震対応型 


